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１．はじめに 

鉄骨や鉄筋コンクリート（以下、「RC」）

を主要構造とした建物では、従来よりコン

バージョン（用途転換）やリノベーション

（改修）、耐震改修といった手法により構造

部材を残した機能更新が行われている。し

かしながら、その場合には基礎・柱・梁等が

一団となった構造フレームとして残す場合

が一般的であり、その構造フレームの枠内

での設計となるため建物の大きさや部屋等

のレイアウトには制約が伴うものとなる。 
当社は、これまで改修工事等に限定され

ている構造部材の再利用を建替工事におい

ても実現可能なものとすべく、解体建物か

ら主要な構造部材を健全な状態で取り外し、

新築建物の構造フレームとして再び組立工

事を行う建設工法に挑戦した。 
当社内での調査では、解体建物の鉄骨や

コンクリートの部材をそのまま新築建物の

構造体としてリユースするのは日本国内で

は初の事例であり、他に例を見ない取り組

みである。 
 
２．当社研究施設の建替工事 

当社技術研究所内の電磁環境実験棟（以

下、「解体建物」。）を新たな環境系研究施設

「オープンラボ３」（以下、「新築建物」。）へ

と更新する整備計画に際し、環境系の研究

施設として省エネ（Net ZEB の実現）や最

新のリサイクル素材の活用など環境への配

慮に加えて、さらに先進的な試みとして構

造部材のリユースを新たに採用し、カーボ

ンニュートラルに最大限対応した計画とし

た（図 1、2）。 
新築建物はⅠ期・Ⅱ期の段階的整備とな

っており、そのうちⅠ期の主要構造につい

て既存建物の構造部材（鉄骨柱・梁、鉄筋コ

ンクリート基礎・地中梁等）のリユースに

より建設する計画となっている。 

図 1.解体建物：電磁環境実験棟 

図 2.新築建物：オープンラボ 3（完成イメージ） 

令和７年度 リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰 国土交通大臣賞 
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３．構造部材リユースによる建替計画 

本工事におけるリユース材活用は、解体

する実験棟の柱・梁・ブレースなどの鉄骨

部材を再利用可能な状態で取り外して鉄骨

製作会社に持ち込み、新築建物に合わせた

再加工・調整を一部行った上で再び現場に

搬入し、新規構造体に使用している。また、

基礎・基礎梁・小梁・床スラブなどのコンク

リート構造部材についても、新築建物の平

面形状に合わせて現場で切断後、接合部を

加工し、現場で新たに組み立てた新設部位

と接合する事により新築建物の構造体とし

てリユースしている（図 3）。 

図 3.鉄骨および RC 基礎部のリユースイメージ 

 
□既存建物の構造部材を最大限にリユース

した設計 
・新たな建物で求められた柱間、階高、屋根

勾配などを確保した上で、既存建物の躯

体を有効にリユースできるように計画を

調整し、リユース材と新材を適材適所で

用いた合理的な計画とした（図 4）。 

図 4.既存建物から新築建物への構造部材リユース 

 
・リノベーション（改修）やコンバージョン

（用途転換）ではなく、既存建物を解体

して構造部材をリユースする事により、

新たな建物に求められる諸条件により柔

軟に対応した設計とする事が可能である

（図 5）。 

図 5.構造部材リユースの手法、手順 
 
□リユースする構造部材の健全性確認 
・既存建物をリユース活用するにあたり被

災履歴や経年劣化・損傷等を調査し、リ

ユース構造部材の品質・強度・種別が書

類で確認できない場合はその性能に関す

る調査・実験等により妥当性を検証した。 
・既存建物の確認済証、検査済証、設計図

書、施工記録を用意し、行政および確認

審査機関と協議を重ねて、構造部材をリ

ユースする計画として建築確認と構造適

合性判定を受け、建築基準法に適合する

事を確認している。 
・既存建物の解体工事および新築建物の建

設工事の各工程でも、リユース構造部材

の健全性の確認のうえ施工を行っている。 
この手法では、場所を限定せず既存の形

状に捉われる事なくスパンも変更可能で自

由度が高く、構造部材の有効活用が実現で

き柔軟に新築建物を設計する事が可能とな

る。リユース材の活用は、リサイクル材（再

生材）を使用した場合に比べ、部材製造時

の CO2 排出量を抑えることができる。 
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図 6.新築建物内部イメージ（リユース鉄骨部材：赤色） 

 
４．解体工事でのリユース部材の取り出し 

・鉄骨造建物の解体工事は、リユース部材

を再利用可能な状態とするため、それら

を傷めずに取り出す方法にて作業を実施

した。 
・リユース対象となる鉄骨部材はボルトを

緩めて取り外し（図 7）、RC 部材はワイ

ヤーソーで切断のうえ、それぞれクレー

ン等で楊重して搬出した（図 8）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7.リユース鉄骨部材（黄色）の取り外し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8.リユース RC 部材の取り外し 

５．リユース部材の加工・検査 

・リユース部材は健全性を確認のうえ、新

築建物の設計に応じた加工・検査等を経

て再利用した（図 9、10）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9.リユース鉄骨部材の加工 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10.リユース RC 部材の保管 

 
６．新築工事でのリユース部材の組立 

・リユース鉄筋コンクリート部材は所定の

位置に据付後、拡張部の鉄筋型枠工事、

コンクリート打設工事にて一体構造に仕

上げ（図 11、12、13）、リユース鉄骨部

材は新規製作した鉄骨部材と共に建方工

事を実施した（図 14）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11.リユース RC 部材の据付 
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図 12.リユース RC 間拡張部の鉄筋組立 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13.リユース RC 間拡張部の CON 打設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 14.リユース鉄骨部材の建方 

 
７．構造部材リユースの評価 

 鉄骨（柱、梁）、鉄筋コンクリート（基礎、

地中梁）など様々な素材、部材の構造材を

リユースしており、一つの建物から全種別

の構造部材を取り出して新築建物の構造体

としてリユースする取り組みは国内初であ

る。（※2024 年 6 月・自社調べ。） 
 本工事では、新築建物の構造部材のうち

鉄骨 57％、コンクリート 33％について既

存建物のリユース材を使用する。構造部材

製造に伴う CO2 排出量は、69.3t-CO2 で、

新たに全ての資材を調達する場合に比べ、

約 49%（65.8t-CO2）の削減を見込んでい

る（図 15、16）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 15.構造部材のリユース率 

図 16.使用構造部材の製造時 CO2 排出量の比較 

 
８．おわりに 

本工事は自社の技術研究所であり、リユ

ース材の加工状況の検証や確認作業等が、

各工期に合わせてタイムリーに行うことが

出来るため、迅速な技術対応や新たな技術

開発の推進に繋がっている。本計画で得ら

れた知見を活かし、リユース技術をはじめ

様々なサステナブル技術を開発し提案して

いくことで、脱炭素社会と循環型経済の実

現に向けて貢献できると考えている。 
 
 
 

新築建物の主要構造のリユース材比率 

鉄骨︓57%、コンクリート︓33% 

既存建物の構造部材リユース率 

鉄骨︓50%、コンクリート︓42% 
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1. はじめに 
建設業は資源多消費型の産業であり、特

に発生量の多い特定建設資材（木材、コン

クリート、アスファルト・コンクリート、

鉄）や建設汚泥、廃石膏ボード等の３Ｒ活

動を中心にリサイクルを進めてきた。一方、

廃プラスチック類は重量ベースでは産廃排

出量の 1％程度ということもあり、他産業

に比べて取組みが遅れている面は否めない。 

建設業から発生する廃プラスチック類

（建設系廃プラ）は全産業における発生重

量の 2 割程度を占め、総体として多量では

あるものの、その再資源化においては、①

排出場所が点在する、②多種多様である、

③品質が悪い（全てが市場回収品で汚れや

付着物が多い点など）等のハードルがあり、

これまで再資源化が困難と考えられてきた。

実際に、環境省が公開した調査報告書※1 に

よれば、新築工事で排出される建設系廃プ

ラの再資源化率（サーマルリカバリー（Ｔ

Ｒ）は除く）はわずか 8％とされ、建設系廃

プラは依然としてＴＲや焼却・埋立処理が

中心であることが分かる。 

また、建設系廃プラの再資源化は、出口

となる再生樹脂の需要も大きな課題となる。

建設会社は建設資材を購入する立場であり、

自社では生産することがなく再生樹脂の需

要もないため、製造業のように自社製品へ

と再生樹脂を還元することができない。そ

こで、再生樹脂を樹脂成形品にまで仕上げ

て、それを自社の工事現場で活用するプロ

セスを構築することにより、建設系廃プラ

の資源循環を推進することを目指した（図

１）。 

2. 再資源化プロセスの構築 
建設資材の中でも本設資材は耐久性・耐

候性への要求品質が高いことから、本試行

では仮設資材を再資源化の出口に設定した。

また、再資源化する建設系廃プラの対象と

して、従来であればサーマルリサイクルに

回っており、新築・リニューアル工事にお

いて発生量が多い「梱包材・養生材（軟質系

ポリエチレン・ポリプロピレン）」（回収プ

ラ）を選定した（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰 国土交通大臣賞 

 
建設系の廃プラを回収・再資源化し、 

資材として工事現場に戻す資源循環の取組み  
鹿島建設株式会社 

環境本部 
深津圭佑・古野間達・青山和史・野口浩 

 
 

キーワード：マテリアルリサイクル・資源循環・プラスチック・脱炭素 

図２ 建設系廃プラの外観例 

回収プラ 

養生材 

防炎シート 混合プラ 

梱包材 テープ類 

図１ 取り組み概要（建設系廃プラの資源循環） 
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実証体制を表１に、再資源化プロセスを

図３に示す。梱包材系プラから土のう袋、

養生材系プラから単管バリケードへの２つ

のリサイクルを試みた。建設廃棄物の処理

を担う産業廃棄物処理業者、樹脂製品の成

形を担うメーカーと連携し、取組みの継続

が可能な体制を構築した。なお、構築した

体制のコスト構造を確認し、経済的合理性

が見込めるものになっているかを既存品価

格と比較しつつ、確認した。 

3. 再資源化工程の詳細 
土のう袋では、建設系廃プラを建設現場

から直接回収した。通常の分別ルールに加

えて、梱包材系プラをその他の廃プラと分

けた回収を実施した。一方、単管バリケー

ドの原料となる養生材系プラの回収では、

中間処理施設にて分別回収を実施し、鹿島

の建設現場以外からも幅広く回収を行っ

た。どちらの回収でも、建設系廃プラに付

着物（テープ・紙シール等）や不適物等の

混入があったため、回収プラの品質を向上

させるために手作業による選別・異物除去

作業を行った（図４）。 

回収されたプラスチックは協力企業の高

度なリサイクル技術により、破砕・洗浄に

よって汚れが除去され、フィルターでろ過

された後、造粒して再生樹脂へと加工され

た（図５上）。 

その後、土のう袋はフィルム成形→製糸

→製織→縫製というステップで、バリケー

ドは射出成形により製造した（図５下）。

土のう袋製造では全体の 15％、バリケー

図３ 再資源化プロセスの概要と回収プラおよび製造品の写真（左：土のう袋 右：バリケード）

zzzzz 

建設現場における梱包材の分別

 梱包材の付着物除去 養生材の付着物除去 
図４ 建設系廃プラの回収・前処理の状況 

 

表１ 連携企業及び実証体制 

産業・一般廃棄物処理業者 

産業・一般廃棄物処理業者 

合成樹脂製品メーカー 

合成樹脂製品メーカー 
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ド製造では全体の 30％に当該再生樹脂を

使用し、実運用を見据えて、実製造規模・

数量に見合う実証を実施した（土のう袋 5

万袋、バリケード 5千個）。 
 

4. プロセスの物質収支 
構築したプロセス全体の歩留まりを評価

した。バリケードでは、中間処理施設にて

回収した建設系廃プラ量を 100%とした時、

選別・前処理工程にて 7%、洗浄・粉砕・造

粒およびバリケード製造工程にて7%のロス

が発生し、結果として建設系廃プラの 86%

がバリケードの原料となった。歩留まりを

比較的高くできた理由として、除外するプ

ラの汚れの度合や、異物の種類・大きさ等

の選別条件をメーカーと協議しつつ定めた

ことにより、回収、選別・前処理の時点でほ

とんどの異物を除去できた結果、異物除去

に伴う材料ロスが大きい再生樹脂化工程に

おける歩留まりが向上したことが挙げられ

る。 

なお、土のう袋については、コスト・効率

を考慮した範囲で異物除去作業を行ったが、

紙シール等の付着物が多いことから、破砕・

洗浄工程に回った回収プラは半分程度（重

量）にとどまった。 

 

5. 再資源化普及に向けた活動 
製造した仮設資材は鹿島の建設現場に展

開し、実際に使用している。（土のう袋：全

国 100 か所以上、バリケード：17 か所）納

入した現場では、掲示物を用いて本取組み

に関して周知し、３Ｒ活動の啓発（分別徹

底）を行った。また、原料となる建設系廃プ

ラを回収した当社の建設工事現場で作業に

従事する技能労働者（600人程度）に対して、

回収時の掲示物 
複数言語対応 納入現場での掲示 

図６ 再資源化普及に向けた掲示物 
 

図５ 再生樹脂化・建設資材製造の状況 
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特集 
活動目的と分別ルールを掲示物や個別打合

せで周知した（図６）。 

6. 再資源化による省資源・省エネルギー効果 
再資源化によって、バージン資源やプレ

コンシューマ材料が使用されている通常の

土のう袋・バリケードを使用せずに済んだ。

このことから、石油製品の使用量削減効果

があったことが想定される。また、本取り

組みでは建設系廃プラ 3 トンをマテリアル

リサイクルしており、これは建設系廃プラ

焼却時の CO2排出量に換算すると 

8.28t-CO2（＝3t×2.76t-CO2/t
※）に相当す

る。 

※ 廃棄物の焼却（産廃・廃プラスチック

類）時の CO2排出係数 

7. 展開に向けた課題 
再資源化プロセスの構築を実施するなか、

2 つの課題が明らかとなった。 
① 建設系廃プラの回収について 
再資源化プロセスの水平展開を推進する

上で、再生原料の安定的な調達は不可欠で

ある。そのためには、回収ペースが均一で、

回収量の目途が立つ体制の構築が必要であ

る。土のう袋では現場での回収を行ったが、

工程や時期によって発生する建設系廃プラ

の種類が異なり、回収量の予測が困難であ

った。また、建設系廃プラの品質について

も、分別を行う作業員によって異なるため、

安定しなかった。一方、バリケードでは建

設系廃プラを中間処理施設で選別・回収す

ることで効率的・安定的に調達できると見

込んでいたが、回収ペースは均一にならず、

安定的な原料調達は困難であった。このこ

とから、再資源化プロセスの水平展開には

原料時点での貯蔵など、調整能力を持たせ

る必要があると考えられる。 
② コストと納品までにかかる時間 
本実証における土のう袋・バリケードは

購入者が鹿島に限定された特注品であり、

商品の流通に関しても特別ルートを使用し

た。このため、通常品に比べて製造コスト・

物流コストが増加した。また、受注生産で

あったことから納期も通常より長くなった。 
①、②の課題を解決し、再資源化プロセ

スの水平展開を推進するためには、プラ回

収量・リサイクル品需要の増加を目指して

建設業界全体で幅広い連携を図ることが重

要である。各社がリサイクル品を積極的に

利用しつつ協力してリサイクルに取り組む

ことで、より普遍的かつ計画的に建設廃棄

物の再資源化が実現できると考える。 
8. さいごに 
バリケードについては再資源化の商流を

連携各社と確立し、鹿島限定ながら、通常

の仮設資材と同様に商社を通じた販売を行

っている。バリケードの販売用チラシを図

７に示す。チラシでは再資源化に取り組ん

だ背景を説明しつつ、バリケードの特徴や

使用用途を紹介し、需要拡大を通じた建設

系廃プラの資源循環の推進を目指してい

る。 
今後も建設系廃プラの再資源化の水平展

開とそれによる焼却量削減を目指し、リサ

イクル品の認知度向上と幅広い企業連携の

検討を引き続き行っていく。 
 
<参考> 
※1 株式会社リーテム,令和 4 年度建設廃棄物の再資源

化に関する調査・検討業務報告書,環境省,令和 5 年

3 月,28 頁 

 

図７ バリケードのチラシ 
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１．はじめに 

建築は多くの資源を使用するため、地域

の資源循環に与える影響が大きいと考えら

れる。そのため、サーキュラーエコノミー

の実現に向けて、建築の資源循環性能を高

めることが重要である。 
建築の資源循環性能には、建設時の再生

材利用、長寿命化による資源消費の抑制、

解体時の再資源化などの観点がある。これ

らを建築計画の中で両立するためには、ラ

イフサイクル全体を通じて、建築がどの程

度サーキュラーエコノミーに寄与している

かを総合的に把握した上で、設計、建材の

選定から施工までを行う必要がある。 
そこで大成建設では、研究活動の一環と

して、産官学民様々なステイクホルダーと

共に資源循環型建築のあり方を検討し、そ

の結果を踏まえた上で、資源循環型建築の

プロトタイプを制作し、実装へ向けた課題

整理を行った。 
 

２．資源循環と建築 

図 1 に建築のライフサイクルをサーキュ

ラーエコノミーの考え方に基づいて概念的

に示したものである。現状では、解体材の

多くは路盤材などに転用されており、同一

用途への再利用（水平リサイクル）は十分

に実現されていない。この傾向は建築に限

らず、多くの工業製品にも共通している。 
このような状況を踏まえ、資源循環を実

令和７年度 リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰 会長賞 

 
資源循環型建築プロトタイプの実現 

～地域の素材を集めてまちの資源循環のハブへ～ 
  

羽角 華奈子 佐藤 大樹 
大成建設株式会社 技術センター イノベーション戦略部 技術開発戦略室 

古市 理 
大成建設株式会社 設計本部 先端デザイン部 先端デザイン室 

 
キーワード：資源循環、建築、分解可能性、資源バンク 

解体

資源投入

廃棄
リニューアル

路盤材等

再
生

減
容
化

使
用
開
始

建材の調達

リ
ユ
ー
ス

埋
立

図２ Vortex economy®の概念図 

図 1 建築の資源循環 
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現するためには、産業間の連携が不可欠で

ある。そこで筆者らは、産業やセクターを

横断し、複数の製品の資源循環をカスケー

ド状につなぐことで、地域全体で資源が循

環する仕組みを「Vortex economy®」として

提案している（図 2）。 
バージン材の投入と廃棄物の発生を最小

化した地域を実現するためには、地域全体

における資源のストックとフローを調整す

る仕組みが必要である。 
建築を資源の集積物とみなした場合、そ

の特徴として、以下の 3 点が挙げられる。 
 
①莫大な量と膨大な種類の材料の組合

せで構成される。 
②一度建造すると、数十年という長期ス

トックとなる。 
③リニューアル等により部分的に資源

が入れ替わる。 
 

これらの建築の特性から、建築がその調

整役を担う可能性があるのではないかと考

えている。図 3 にそのイメージを示す。地

域で発生する使われなくなったものを資源

として建築に長期間使用しながら蓄積（ス

トック）し、一部をリニューアルに伴う資

源として使用（フロー）しながら、地域資源

の需給のバランスを調整する。これらを、

BIM（Building Information Modeling）を

活用してストック資源をデータとして管理

する。こうした仕組みが実現できれば、蓄

積された資源を他産業の材料として段階的

に活用するカスケード利用が可能となる。

さらに、データを通じて資源循環に関する

情報や技術が共有されることで、資源の遠

距離輸送が抑えられ、地域内で資源を循環

させる動きが進むと考えられる。 
このようなコンセプトのもと、地域の資

源循環に寄与する建築の要件を整理し、プ

ロトタイプを実際に製作した。 
 

３．要件の整理 

資源循環においては、その基本原則が、

3R で整理されることが多い。今回、これに

加え、Reduce、Recycle、Reuse に加え、

Resilience （ レ ジ リ エ ン ス ） と Re-
mountability（再生可能性）の 5R に整理し

た（表 1）。Resilience には、Longevity（長

期使用性）、Renewability（更新性）、

Regionality （ 地 域 性 ） が 含 ま れ 、

Remountability には Detachability（分解

可能性）、Module（規格化）が含まれる。従

来のアウトフロー（解体後の再資源化によ

る資源供給への寄与）における再資源化へ

の配慮だけでなく、インフロー（建設時に

おける資源削減への寄与）でのリサイクル

材の積極利用も盛り込むことで、地域の資

源バンクとしての建築の価値を明確化した。 
今回、プロトタイプの製作にあたり、5R

の観点を全て取り入れ、それぞれ、以下の

ような工夫を行った。 
 
Reduce 
構造体の軽量化のため、木造とした。また、

施工時の廃棄物を削減するため、できる

だけ加工を減らすための技術開発を行っ

た。 

図３ プラスチックを例にした 
建築と地域の資源循環イメージ 表１ 資源循環に資する建築の要件整理 
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Reuse 
インフローの資源循環性能の向上を図る

ため部材にリユース材を活用した。例え

ば、コロナ対策として導入されたアクリ

ル板を使用した。 
 
Recycle 
インフローの資源循環性能の向上を図る

ためリサイクル材を活用した。特に、海洋

プラスチックを使用した板を耐力壁とし

て活用した。 
 
Resillience 
サプライチェーンの短い地産地消の資源

循環を目指し、地域の社寺建築で使用さ

れていた古材を使用した。また、その他、

地域で回収された洗剤詰め替えパック、

製品プラスチック（PP）、使用済みおむつ、

植木剪定材や竹等のリサイクル材で壁を

製作した。 
 

Remountability 
40×40cm にモジュール化した格子状の

アルミフレームの下地にリサイクル材に

よるパネルをはめこみ壁と屋根とした。

将来の再利用に向け、複数の素材を混合

せずに使用しやすいようモジュール化し

た。また、資源循環を回しやすくするため

に、壁材を 1 枚ずつ着脱可能とした。 
 

４．プロトタイプの設計と技術開発 

 3．にて整理した要件を踏まえ、プロトタ

イプの設計を行った。 
 全体の構成としては、台座の上に床があ

り、古材を使用した柱・梁を設置する。そこ

に海洋プラスチックをリサイクルした板材

を用いた耐力壁を設置し、構造を支持する。

壁は、40×40cm にモジュール化した格子

状のアルミフレームにリサイクル材を使用

した 40×40cm サイズのパネルをはめこみ、

壁とした。また、屋根も同じモジュールと

することで、モジュールの汎用性を高めた。 
 

 

４．１ BIM を用いたデジタルデータによ

る資源循環性の見える化 

建築物を「資源バンク」とみなしたとき

に、資源を活用するためには、量・種類を把

握し、その上で、需給の調整をする必要が

ある。このような調整には、デジタル技術

の活用が肝要である。そこで、今回は、建築

物 の 設 計 図 と な る BIM(Building 
Information Modeling)のデジタルデータ

を読み込み、建材の素材データと紐づけ、

図 4 プロトタイプの 
資源循環性の見える化の事例 

重量 循環性 

分解性 エンボディドカーボン 
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見える化するオランダ Madaster 社プラッ

トフォームを使用した。本プラットフォー

ムでは、建物の素材の質量やエンボディド

カーボン、資源循環性を算出し、見える化

することができる。その結果を図 4 に示す。

本プラットフォームでは、リサイクル・リ

ユース材を使用するなど、インフロー側の

工夫だけでなく、解体しやすい、建材をリ

サイクルできるかどうかというアウトフロ

ー側も評価し、両者を総合的に評価した上

で、建築要素に分けた評価を行うことがで

きる。プロトタイプにおいては、インフロ

ー側だけでなく、アウトフロー側にも配慮

する 5R の観点から設計上の工夫を行なっ

たことで、高得点を実現することができた。 
 

４．２ 分解可能性を高める技術開発 

今回アウトフロー側の工夫として、使用

する建材をリユース・リサイクルしやすく

するため、建築における分解しやすい構造

を検討した。 

まず、少量の資源でも受け入れ可能で

あり、一部でも取り換え可能なモジュー

ル構造を採用した。さらに、以下の開発を

行った。 
 

①アタッチメント 

古材は、断面形状が不均一であったり、

皮付きで角材に加工されていない木材で

あることもあり、通常の接合方法では、加

工なしでは使用しづらいという課題があ

った。そこで、角材と不均一形状の古材を

接合するアタッチメントを開発した（図

5）。 
まず、使用する木材を 3D スキャンして

3D モデル化する。デジタルで古材の個別

の形状にあったアタッチメントの 3D モ

デルを作成し、3D プリンタで製造する。

固定は、アタッチメントを L 字型金具で

両側からビス留めすることで行った。ア

タッチメントにより、断面形状に依らな

い接合が可能となった。 
 
②両面に尖部を有するせん断接合金具 

 古材を適用するときに、角材であって

も、その断面サイズが不均一であること

もある。そこで、今回は図 6 に示したよ

うな軸部材（梁，桁，柱）を各部材の厚さ

分だけずらした形で接合する方式を採用

した。木材相互のせん断力の伝達は両面

に尖部を有する金物を開発・適用した。 
 

５．プロトタイプの完成と活用 

 完成したプロトタイプを図 7 に示す。

本プロトタイプの製造を通じ、既存技術

だけでは対応しきれないことや、計画・設

計時からの資源循環への配慮が必要であ

ることを実感することができた。 
2025 年には、本プロトタイプを市民イ

ベントにて展示し、実物を見てもらいな

がら、リサイクル材の建材使用や着脱可

能な建築についての受容性調査を実施し

た。資源循環への意識の高まりは見られ

るものの、リサイクル材への機能性担保

への懸念がある一方、リサイクル前の使

用からつながったストーリーについて興

図 5 3D プリンタで制作したアタッチメント 

図 6 軸組をずらして留めた接合方式 
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味を持つ市民もいることがわかった。 
 
６．今後へ向けて 

本研究では、資源循環に配慮した建築

プロトタイプの製作を通じた実践的検

討により、多くの課題が明らかとなった。

今後、これらの成果を実プロジェクトへ

展開するためには，開発技術の一層の高

度化が不可欠である。 
建築を資源循環御ハブとし、地域全体

における建築物の資源循環性向上を実

現するためには，多様なステイクホルダ

ーの知見を踏まえつつ、資源循環性の可

視化を通じた理解の醸成を図ることが

重要である。今回は、その理解醸成の一

つの手段として循環性の見える化を行

ったが、まだ業界で統一された循環性指

標はないため、指標の標準化も必要であ

る。 
以上を踏まえ、技術開発やルール形成

を含め、今後も、資源循環性の高い建築

について取り組みを進めていきたい。 
 
【謝辞】 
本研究のリユース、リサイクル素材の提供等

の協力は、臨済宗大本山円覚寺、株式会社英社

寺建築、ＹＫＫ ＡＰ株式会社、TOPPAN 株式

会社、株式会社放電精密加工研究所、三菱ケミ

カル株式会社、大成ロテック株式会社、鎌倉市、

慶應義塾大学、花王株式会社によります。記し

て謝意を表します。 

図 7 完成した資源循環型建築プロトタイプ 
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１．はじめに 

創業 140 周年事業の一環として、単なる

一企業の本社屋建て替え計画ではなく、こ

れからの 100 年を見据え、この街を支える

存在としてのあるべき姿を探求した結実で

ある TODA BUILDING（写真１）を 2024 年に

完成させた。都市再生特別地区、土地区画

整理事業といった開発制度を活用し、地域

防災力の機能強化に加え、地域特性を活か

し、建物低層部に”新たな芸術・文化の拠

点”を創出、上層部はテナント専用ビジネ

スサポート施設を有し

たオフィスフロアで構

成されている。この建設

工事では、サステナビリ

ティ経営の理念のもと、

設計・施工の両面から循

環型社会と脱炭素社会

の実現を目指し、先進的

かつ多様な 3R 活動を積

極的に展開した。 
 

２．循環型社会の実現 

（１）旧社屋の歴史的価値の継承 

築６０年を超える旧社屋の歴史的価値を

継承するため、旧社屋の特徴であった緑青

色の外壁タイルも解体時に回収して再利用

しようと試みたが、基材が脆く、綺麗に取

り除くことができなかったため、記憶の継

承として復刻タイルを製作することにした。

製作するにあたり、再生原料を 60%以上使

用することで、資源投入量の削減も図った。

また製作時に発生する試作品や余剰材は、

廃棄せず、自社オフィス内の造作什器に再

利用した（写真２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、EV ホールの内装壁に貼られていた

希少な石材スウェーディッシュグリーンと

創業家製作の石膏レリーフを解体時に生け

令和７年度 リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰 会長賞 

 
循環型社会と脱炭素社会の実現を目指す 
TODA BUILDING 建設事業における３R・環境貢献活動 

  
戸田建設株式会社 

本社建築設計統轄部 建築設計第 1 部 室長 中川康弘 

     東京支店 建築工事１部 工事長 庄司大輔 

 
 

キーワード：３R 活動、現場消耗品、アップサイクル、木材利用、廃プラスチック、高度分別 

写真１．TODA BUILDING 
🄫川澄・小林研二写真事務所 

写真２．（左上）旧社屋 （右上）既存品と比較検証 

（左下）外構のサイン板 （右下）オフィス内の造作什器 

14



 

 

特集 
捕りを行い、新社屋の EV ホール内に再利

用し、解体材の発生抑制を図った（写真３）。 
 
 
 
 
 
 
 

（２）現場消耗品のアップサイクル 

2021 年に創業 140周年事業の一環として、

主に全国の作業所に勤務する社員が着用す

る作業着をリニューアルしてユニフォーム

にし、その際に生じた古い作業着（約 8,000

着）を自社の機材倉庫に回収し、繊維廃棄

物リサイクルメーカーの協力のもと、床材

や造作什器用内装ボードへアップサイクル

し、自社オフィスの床に敷設、ベンチや展

示什器の表面材で使用した。また、建築養

生ネットも同様な方法で床材にアップサイ

クルしている（写真４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様に、廃棄回収したヘルメットのアッ

プサイクルについて合成樹脂加工業者に相

談し、元の素材感を感じられるように粉砕、

熱圧縮成形したパネルを製作した。そのパ

ネルは、オフィス内のテーブルの天板とし

て活用している（写真５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．脱炭素社会へ向けた木材利用 

当社は、北海道下川町と「地方創生に関

する包括連携協定」を締結し、下川町の林

業の活性化と木材の付加価値向上に取り組

むため、下川町産木材（24 ㎥）を自社オフ

ィスの役員廊下の壁・天井等の内装材とし、

CO2の固定化（6.5t-CO2）を図った（写真６）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

写真４．（左上）旧作業着 （右上）待合ベンチへ転身 

（左下）建築養生ネット （右下）オフィス内の床材へ転身 
🄫エスエス  

写真３．（左）旧社屋の EV ホール （右）新社屋の EV ホール 

写真５．（左上）ヘルメット （右上）粉砕したペレット 

（左下）熱圧縮したパネル （右下）テーブル天板に転身 
🄫エスエス   

写真６．（左上）役員廊下（右上）特別応接室（左下）役員会

議室 すべて🄫エスエス  （右下）カフェカウンター 🄫御園生大地 
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４．産業廃棄物への取り組み 

2022年に制定されたプラスチック資源循

環促進法（プラスチック新法）では、プラス

チック製品廃棄物の排出の抑制と、再資源

化・リサイクルを推進することを目的とし

ている。そのため当社の施工現場では、産

業廃棄物への取り組みとして、廃プラスチ

ックの高度分別に取り組むとともに、圧縮

機を導入して軟質系プラスチックを圧縮し

て排出することにより廃棄物排出量の削減

と運搬負荷を大幅に低減した。高度分別で

は軟質廃プラスチック、硬質廃プラスチッ

ク、RPF の原料となるプラスチックの 3 種

類に区分した（図 1）。また、高度分別の実

施にあたっては、協力会社の作業員に対し

て定期的に分別講習を行った。 

高度分別の実施当初は作業員の意識が低

く、誤った分別をされていることも多くみ

られた。そのため、職長会活動における環

境委員会パトロールの一環で誤って分別さ

れた廃棄物を、再分別し、打ち合わせの場

で周知するなどして徐々に意識の向上を図

った。そうした取り組みにより作業員の理

解も深まり、大規模現場では配置すること

の多い分別指導員を配置せずに竣工を迎え

ることができた。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
圧縮機の使用については、特定の担当者

を定めて運用するのではなく、環境委員会

の活動の一環として使用方法に関する講習

を実施した。その結果、環境委員会の職長

や社員であれば、誰でも適切に使用できる

体制とした。軟質廃プラスチックや紙くず

などを搬出する前に圧縮を欠かさず行うこ

とにより、廃プラスチックの削減ならびに

廃棄物排出量の削減につながった（写真７）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
また、協力会社の作業員へ定期的に行っ

た分別講習では毎回内容を変えてマンネリ

化を防ぐ工夫をした（写真８）。特に評判が

良かった講習内容として、実際の作業で発

生する廃棄物の種類を職長に記載してもら

い、その廃棄物の分別区分が何に該当する

のかを廃棄物処理業者が記載して返答する

というもので、これまで曖昧に分別してい

たものや、分別区分が分からずに混合廃棄

物となってしまっていたものが明確化され

たとの声が多く上がった。（図２）。 
これら一連の産業廃棄物対策により、排

出量を計画比で 28％（2,854 ㎥）、最終処分

量を 29％（583 ㎥）削減することに成功し

た。 

写真７． 圧縮機の使用方法の講習 

写真８． サイネージを使用した分別講習の様子 

図１．高度分別の内容 
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５．その他の環境配慮の取り組み 

産業廃棄物・廃プラスチックの 3R 活動に

加え、①CO₂排出量削減に寄与する環境配

慮型燃料（K-S1、GTL）の積極使用、②再

生可能エネルギーによる仮設電力の 100％

調達、さらに③仮囲い通路への太陽光発電

システム設置など、現場全体で環境負荷の

低減に取り組んだ。各取り組みの効果は下

記のとおりである。 

① 環境配慮型燃料（K-S1：8,578L、GTL：
77,036L）使用による CO₂削減：25t 

② 再生可能エネルギー電力（319万kWh）
を 100％調達したことによる CO₂削減：

1,502t 
③ 仮囲い通路に太陽光パネル＋蓄電池シ

ステム設置、仮設 LED 照明電力供給に

よる CO₂削減 
③の取り組みでは、日照が期待できる南

面の仮囲い通路上部に太陽光パネルを設置

し、発電した電力を蓄電池に蓄電した。本

来、太陽光パネルの設置が困難な敷地が狭

隘な施工現場においても、仮囲いや通路を

活用することで工事への影響を最小限に抑

えつつ環境負荷低減に取り組むことができ

た（写真９）。 
蓄電池に蓄えた電力は、仮囲い下部に設

置した LED テープライトに供給した。仮囲

いの設置により周辺環境によっては視界が

暗くなってしまうため足元を照らすことで、

安全性の向上にもつながった（写真１０）。 
これら環境配慮の取り組みを行ったこと

により、現場全体で約 1,530t 以上の CO₂削

減効果を実現した。 
 

 
 

 

 

 

 

６．今後の展開 

当社は、施工現場から発生する建設副産

物の最終処分率を 2030 年までに 3％以下

を目標としている。また、廃プラスチック

に関しては、2030 年まで排出量を基準年比

4.5%低減するとともに、2035 年までに再資

源化等率 100％の達成を掲げている。 
さらに、施工現場における CO₂排出量に

ついては 2030 年までに 2020 年度比 42％
（10,122t）削減を目標としている。 
そして、この環境配慮型の取組に加え、

顧客や地域住民にも広く環境意識の啓発を

図ることを目的として、自社オフィス内に

ミュージアム“TODAtte?”を併設し、本プロ

ジェクトの成果や 3R 活動の実例を紹介し、

実際に体感できる場を設けることで、社会

全体への普及啓発にも積極的に取り組んで

いる。 

図２． 作業で出るゴミの分別区分確認表 

写真９． 太陽光パネルの設置状況 

写真１０． 仮囲い下のテープライト 
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１．はじめに 

東急建設は、長期ビジョン「VISION2030」
において「廃棄物ゼロ」を提供価値の一つ

に掲げ、持続可能な社会の実現に向けた取

組みを推進しており、その一環として、建

設現場から排出される廃石膏ボードに着目

し、これを農業の土壌改良材として活用す

ることで、建設業界と農業界をつなぐ新た

な資源循環の仕組みづくりに取組んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、これらの実現のため 2024 年 3 月に

は、東急電鉄株式会社、東急株式会社、東急

建設株式会社、東急リニューアル株式会社、

株式会社土と野菜、一般財団法人日本土壌

協会の 6 者で包括連携協定を締結している。 
本稿では、この取組みの中でも東急建設

が主体となって推進する廃石膏ボードのリ

サイクル部分に焦点をあてて、取組みの背

景や実施内容について報告する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和７年度 リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰 会長賞 

 
業界の垣根を超えて循環型社会を目指す 

「農業土壌への廃石膏ボードのリサイクル」 
  

東急建設株式会社 
建築事業本部技術統括部建築技術部 

加藤 晃敏 
 
 

キーワード：リサイクル、廃石膏ボード、農業、土壌改良材、異業種連携 

図 1 包括連携協定内における各者の役割 
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２．背景と課題 

当社が受注する建築工事では、年間 400
トン程度の廃石膏ボードが発生しており、

他社も含めると全国で年間約 20 万トンに

も上る。これらは工事現場から産業廃棄物

として排出され、一部は石膏ボードの原材

料へリサイクルされるものの、用途が限定

的であり新たなリサイクル方法が模索され

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方、稲作農業では米の白濁化などによ

り一等米の減少が課題となっているが、そ

の原因の一つとして土壌の硫黄欠乏やカル

シウム不足が指摘されている。こうした米

の品質や収穫量の改善には、石膏（硫酸カ

ルシウム）が有効であるとされている。石

膏は土中の硫黄不足を改善し、カルシウム

が吸収されやすいという特徴があるため、

生育が向上することが試験によって明らか

になっている。さらに、水に溶けやすいた

め作物に吸収されやすく、米の白濁化対策

だけでなく、水稲の生育促進にも有効であ

ることが、各種研究で示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そこで、本取組みでは廃石膏ボードに含

まれる石膏が、この農業課題の解決に寄与

できることに着目し、廃石膏ボードを農業

用の土壌改良材としてリサイクルする取組

みを進めている。 
 
３．取組内容 

原料となる廃石膏ボードの収集にあたり、

対象として新築工事のモデル現場を選定し、

新築工事で発生する石膏ボードの端材を収

集した。新築工事の端材は基本的には新品

石膏ボードが切断されたものであるため、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 建設現場で発生する廃石膏ボード 

図 3 米の白濁化 

図 4 石膏による農作物の育成効果 

図 5 廃石膏からの資源循環の流れ 
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解体材に見られるような塗料や接着剤の付

着がなく、安全性が高い。工事現場から排

出される廃石膏ボードは通常、産業廃棄物

として扱われるため、まず行政への確認を

行い、有価物として工事現場から引き取る

仕組みを構築した。 
収集した廃石膏ボードから石膏を抽出す

るため、紙と石膏に分別する必要があるが、

これは既存のリサイクル工場で一般的に行

われており、比較的容易に分別が可能であ

る。分別された石膏は細かく粉砕して粒度

を揃え、土壌改良材として散布可能な形状

に精製した。 
精製した石膏粉については、徹底的な安

全性検証を実施した。まず石膏粉の成分分

析を実施し、既成の土壌改良材と比較して

土壌に混入しても問題ないことを日本土壌

協会にて確認した。さらに、農地土壌へ散

布後も稲作前と後で土壌の成分分析を実施

し、土壌成分の変化を確認した。なお、石膏

ボードの成分については、石膏ボードメー

カーの吉野石膏およびチヨダウーテからも

技術サポートを受けながら進めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
農業への適用は、協定内メンバーの土と

野菜（農業コンサル）、日本土壌協会が主体

となって実施している。まずは鉢分けした

トマトの試験栽培から開始し、石膏自体は

一般的に販売されている土壌改良材である

ため、土壌に対する使用量はそれらに準じ

た。試験栽培を経て、農家の方に協力して

いただき、実際の農地を区画して稲作に適

用した。田起こし前に石膏粉を土壌に規定

量散布して攪拌した後に、通常通りに稲を

栽培して、土壌の変化や稲の育成状況など

を観察した。収穫された米については、日

本食品分析センターにて分析を行い、食品

の基準値に対しても問題ないことを確認し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 石膏粉の精製と安全性検証 

図 7 農家との打合状況 

図 8 石膏粉の散布状況 

図 9 試験栽培した農作物 
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４．収穫した米の配布イベント 

実証試験で収穫された米について、2026

年 1 月に一般の方々に無料で配布するイベ

ントを企画・開催した。本イベントは、当社

の資源循環の取り組みを広く社会に発信し、

一般の方々からの率直な評価を得ることを

目的としている。事前に実施した社員向け

配布では約 200 名が参加し、社内でも高い

関心を集め、イベント当日は約 500 名もの

方が訪れて大盛況となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イベント時に実施したアンケート調査で

は、本取組みに対して約９割の方がポジテ

ィブ（前向き）な反応を示し、「建設業と農

業がタッグを組んで社会に貢献している米

作りに大賛成」「持続可能な社会に向けて、

是非取組みを続けて欲しい」「リサイクルで

きて、美味しいお米ができるなんて素敵」

などの意見を多数いただいた。お米の味に

ついても約 9 割の方から「いつもよりおい

しい」または「いつもと変わらないおいし

さ」と回答いただき、「お米に艶と粘りがあ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、大変美味しかった」「想像していたより

も、とても美味しく頂いた」といった具体 

的な評価が寄せられた。本イベントを通じ

て、本取組みの社会的意義と受容性を確認

することができ、今後の事業展開に向けた

大きな手応えを得た。 

 

５．今後の展開 

今後の展開として、先に示したような廃

石膏ボードのリサイクルから農業活用まで

の流れをさらに詳細に分解し、より詳細な

実証試験を積み重ねていく予定である。具

体的には、石膏ボードの種類ごとの粉砕方

法や精製方法の検証、それぞれの安全性、

土壌に対する影響などを検証していく。ま

た、廃石膏ボードを土壌改良材にリサイク

ルする際の産業廃棄物の扱いについて、行

政と連携しながら検証していく考えである。 

さらに、廃石膏ボード収集時における各

工事現場への収集手段や手続きについても、

産廃業者と協業して現実的な体制構築を目

指し、新たな循環型モデルとして独創性、

先導性のある取組みとして発展させていく。 

農業との連携の先には、収穫された農作

物を東急グループ内の小売業界との連携に

より、地域の方々に農作物を提供・販売す

ることも視野に入れており、より大きな枠

組みで資源循環を実現させることを目標と

している。 

 
６．おわりに 

従来のリサイクルは単一業界内で完結す

るため用途に限界があったが、本取組みは

他業界と連携することで従来は発想できな

かったリサイクル方法を確立し、さらなる

活用範囲の拡大を目指している。建設業界

で発生する廃棄物を、その業界内だけ処理

しようとすると限界があるが、他業界に視

野を広げることで活用の可能性が大きく広

がる。当社は今後も本取組みの社会実装に

向けた活動を継続し、建設業と農業を繋ぐ

新たな循環型社会の実現に挑戦していきた

いと考えている。 

図 10 米配布イベントの状況 

図 11 アンケート結果 

本取組への反応 今回のお米の味 
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ニュースフォーカス 

 
１．はじめに 

近畿建設リサイクル表彰は、「循環型社会」

の構築に向けた行動の輪を広げることを目

的に建設副産物対策近畿地方連絡協議会※1

が平成 22 年に創設しました。 
表 1  近畿建設リサイクル表彰の 

応募部門と対象分野 
部門の名称 対象分野 

発生抑制・搬
出抑制部門 

〔一般〕・発生抑制・搬出抑制の取り組み
及び啓発活動等・発生抑制 ・搬出抑制に関
する研究開発、教育啓発活動等 
〔工事〕・建設工事現場で取り組まれてい
る発生抑制・搬出抑制の取り組み及び啓発
活動等 

再使用・ 
再生利用部門 

〔一般〕・再使用・再生利用の取り組み及
び啓発活動等 ・再使用・再生利用に関する
研究開発、教育啓発活動等 
〔工事〕・建設工事現場で取り組まれてい
る再使用・再生利用の取り組み及び啓発活
動等 

再資源化部門 

〔一般〕・再資源化の取り組み及び啓発活
動 等 ・再資源化に関する研究開発、教育
啓発活動等 

〔工事〕・建設工事現場で取り組まれてい
る再資源化の取り組み及び啓発活動等 

 
表彰区分は、特に優れた取り組みである

「大賞」と優れた取り組みである「奨励賞」

があり、学識経験者、地方自治体代表、建設

副産物対策近畿地方連絡協議会幹事長で構

成する審査委員会での評価・審査にて受賞 

 
者を決定しています。令和７年度の受賞者

が決定しましたので、その内容を紹介しま

す。 
 
※1 公共機関や建設業団体等を中心として構

成し、建設事業に伴い発生する建設残土や建

設廃棄物の近畿圏域における計画的な利用促

進に関し、必要な協議及び情報の収集、交換

等を行い、事業の円滑な推進に寄与すること

を目的に設立された組織。 
詳細は、ホームページを参照 
https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/fukusan/in
dex.html 
 

２．令和７年度受賞者 

令和７年度は、大賞 1 件、奨励賞７件の表

彰を行いました。受賞者は、表２のとおりで

す。 
 表彰式は、令和８年 2 月 13 日に行いまし

た。表彰状の授与は、齋藤博之 建設副産物

対策近畿地方連絡協議会委員長（近畿地方整

備局局長）より行われました。表彰式の様子

を写真 1 に示します。 
 
 
 
 
 
 

 
「近畿建設リサイクル表彰 令和７年度受賞者決定」 

建設副産物対策近畿地方連絡協議会事務局 
 
 

国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術調査課 

 
キーワード：建設副産物対策近畿地方連絡協議会、近畿建設リサイクル表彰、 
      発生抑制 搬出抑制、再使用、再生利用、再資源化、循環型社会 
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ニュースフォーカス 

表２ 令和７年度受賞者一覧 █大賞 
受賞者 取り組みテーマ 

大成建設・村本建設・中林建設共同企
業体 
寝屋川流域下水道門真守口増補幹線
（第２工区）下水管渠築造工事 

CO2 を 大 幅 に 削 減 可 能 と し た T-
eConcrete の下水管渠施設への初の適用 

 █奨励賞 
部門 受賞者 取り組みテーマ 

発生抑制・
搬出抑制 

株式会社香山組 
加古川滝野大橋上流護岸他整備工

事 

デジタルと資材革新で実現する
建設現場のカーボンニュートラ
ル 

株式会社新井組 
（国）２５０号加古川ループ橋耐

震補強・補修工事 
橋梁耐震補強工事の積極的な 
３Ｒ活動の取り組み 

再使用・
再生利用 

金下建設株式会社 
西舞鶴道路池内川橋Ｐ５橋脚工事 

『現場で完結するリサイクル』
＝ゼロ距離リサイクルへの挑戦 

戸田建設株式会社 
新名神高速道路宇治田原トンネル東工

事 
トンネル工事における周辺環境
負荷低減への取り組み 

再資源化 

株式会社総環 
自己完結型ワンストップリサイ
クル！～がれき類の破砕処理か
ら混合廃棄物の熱回収まで～ 

西松建設株式会社 西日本支社 
安威川流域下水道中央水みらいセ
ンター導水渠築造工事（R6-1） 

大阪府内の土木工事（導水渠築
造他）における新たなリサイク
ルへの取り組み（廃棄物の未来
を考える） 

有限会社竜王興産 
次世代重機による建設系廃棄物
のリサイクル～ＳＢＴを通じた
脱炭素への挑戦～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

齋藤委員長挨拶       勝見座長(京都大学教授)の審査結果報告・講評 
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表彰状授与 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受賞者との記念撮影 

写真１ 令和７度近畿建設リサイクル表彰 表彰式

前列左より 
新井組 
勝見座長（京都大学教授） 
大成建設 JV 
齋藤委員長 
香山組 
後列左より 
犬丸技術調整管理官 
竜王興産 
西松建設 
総環 
戸田建設 
金下建設 
野坂企画部長 
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２．令和７年度「大賞」「奨励賞」受賞者の取組紹介 

 

大賞 大成建設・村本建設・中林建設共同企業体 
寝屋川流域下水道門真守口増補幹線（第２工区）下水
管渠築造工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奨励賞 株式会社香山組 加古川滝野大橋上流護岸他整備工事 
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奨励賞 株式会社新井組 （国）２５０号加古川ループ橋耐

震補強・補修工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奨励賞 金下建設株式会社 西舞鶴道路池内川橋Ｐ５橋脚工事 
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奨励賞 戸田建設株式会社 新名神高速道路 宇治田原  

トンネル東工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奨励賞 株式会社総環 
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奨励賞 西松建設株式会社西日本支社 
安威川流域下水道 中央水みらいセンター 導水渠築造工事（R6-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奨励賞 有限会社竜王興産 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28



 

 

ニュースフォーカス 

３．おわりに 

 近畿建設リサイクル表彰は、近畿地方連絡協議会独自の取り組みとして令和 7 年度で 16
回目の開催となりました。今年度も同様に募集受付を行い、表彰を行う予定です。また、

循環型社会の構築に向けた行動の輪を更に広げるため、総合評価落札方式の企業の施工能

力の評価としてインセンティブの付与を図っております。 
なお、表彰を実施するにあたり、多くの関係者のご協力をいただきましたことに感謝い

たします。 
今後におきましても、これまで以上に建設リサイクルの推進に寄与できるよう、さらに

は循環型社会の確立に向けて取り組んでまいりますので、より一層のご協力をお願いいた

します。 
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建設リサイクルＱ＆Ａ 
 

 

 

Ａ.一般的にグリーンウォッシュとは、金融商品、投資戦略、企業が環境や気候にプラスの

影響を与える性質や程度について、虚偽、欺瞞的又は誤認を招くような主張や表現を行う

ことを指します。グリーンウォッシュとは、企業が自身のビジネスモデルや活動、商品に

ついて、実際には環境に害を与える可能性があるにもかかわらず、環境に対する影響が正

味プラス又は正味中立であると示唆することを指します。また、現在では、グリーンウォ

ッシュには故意は必要ではない、つまり、グリーンウォッシュは、故意の有無に関係なく

行われうるとの考えが広く受け入れられています。 

 
グリーンウォッシュの問題 

グリーンウォッシュの中で最も懸念されるのが、金融セクターにおけるものです。気候

変動への取り組みや、ネットゼロへの移行という国際的な目標への注目が高まる中、金融

市場におけるグリーンウォッシュは、以下の理由から大きな問題となっています。 

a.資本配賦を誤り、それによってグリーン経済への移行とパリ協定の気温目標への世界

的なコミットメントを危うくする。 

b.そのため、市場が公正かつ正確な企業間比較を行い、企業のコミットメントに対する進

捗状況を追跡することが困難になる。 

c.グリーンウォッシュに関与する企業と、純粋に「グリーン化」した事業を行う（そして

グリーン化に関連するコストを負担した）企業との間の競争の場が不公平になる可能性

がある。 

d.グリーンな商品への投資家の信頼を損ない、消費者がグリーンな商品を取り入れるこ

とを妨げる。 

 
 
 
 
 
※ グリーンウォッシュとその回避方法：アジア金融業界向け入門ガイド 日本版、2023 

年 10 月更新版より 

Ｑ．グリーンウォッシュとは？
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建設副産物リサイクル広報推進会議では、下記の活動を行っております。 

 
１．2026 建設リサイクル技術発表会・技術展示会の開催について 

 2026 年度は、沖縄で初めて建設リサイクル技術発表会・技術展示会を開催します。 
2026 建設リサイクル技術発表会 12 月 4 日（金）13：00～16：00（予定） 

 2026 建設リサイクル技術展示会 12 月 4 日（金）10：00～16：00（予定） 
場所：(株)沖縄産業支援センター 〒901-0152 那覇市字小禄 1831 番地 1 
技術発表会：大ホール 101、技術展示会：展示場 104 
技術発表会・技術展示会の参加者を募集します。ご希望の方は、事務局までご連絡

ください。 
詳細が決まりましたら HP に掲載します。 

 
２．令和８年度３Ｒ推進功労者等表彰 推薦案件募集 

 令和８年度の３Ｒ推進功労者等表彰の推薦案件募集が 3 月 16 日（月）に開始されまし

た。締切りは、令和 8 年 5 月 8 日（金）必着です。 
 【審査結果通知(推薦機関宛)】 令和８年 9 月下旬（予定） 
 【表彰式開催日】 令和８年 10 月下旬（予定） 
 詳細につきましては、下記の URL をご覧ください。 

https://www.3r-suishinkyogikai.jp/commend/commend/ 
 

３．建設リサイクル広報用ポスター 

毎年、3R 推進月間に向けて建設リサイクルポスターを作成・販売しています。本ポス

ターを建設副産物リサイクル広報推進会議 HP および行政機関の広報誌やホームページ

等で広報し、建設リサイクルの活動を働きかけています。 
2026 年度建設リサイクル広報用ポスターは下記の予定で作成する予定です。 
 キャッチコピーの募集（5 月末より開始予定） 
 図案の決定（8 月中旬予定） 
 販売受付（9 月中旬頃） 

 
建設副産物リサイクル広報推進会議の 

活動について 
 

建設副産物リサイクル広報推進会議 事務局 
 

キーワード：建設リサイクル、広報活動 
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インフォメーション 

 掲出開始（10/1） 
詳細は、下記の URL に掲載します。 

https://www.suishinkaigi.jp/publish/poster.html 
 
４．その他 

 事務局に寄せられる建設リサイクル等に関する質問への対応等を行っております。詳

細は、HP をご覧ください。 
https://www.suishinkaigi.jp/ 
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